
 
 

 

（８）矢野 栄二 

【所属等】帝京大学 教授 

【意見】 

（１）（２）最近飲食店などの分煙が広がってきましたが、店の従業員は分煙であ

っても喫煙可能領域でタバコの煙に曝されることになります。総務省事業所統計に

よると飲食店従業員は４００万人以上いますが、日本産業衛生学会は今春、職場で

タバコ煙に曝露されると、本人が喫煙者である場合や家族からの曝露の影響を除い

ても、有意に肺がんが増加することから、タバコ煙を職業性発がん物質の表に加え

ました。労働安全衛生法は業務中に健康に害を及ぼすガスや粉じんへの労働者の曝

露を防ぐよう事業主に求めており、違反した場合は懲役刑や罰金刑に処せられま

す。従って、発がん物質であるタバコ煙に曝露されうる場で従業員を働かせること

は違法行為であり、今後タバコ煙に関連して飲食店従業員が法に基づき事業主を告

発したり、行政を不作為で訴えることが起こりえます。こうしたことを避けるため

にも、飲食店等の屋内職場は分煙ではなく全面禁煙にするしかないと考えられま

す。 
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